
第３章第Ⅰ節賃金・処遇 補足 

 

（補足3-1-1 成果主義と選抜教育の関係） 

早期選抜や一部の者に対する訓練や幹部育成の特別プログラム、キャリア区別・キャリ

ア支援などは、成果主義的な処遇制度を導入している企業の方が、そうでない企業よりも

導入が活発であることが示されている1。 

 

（仕事の成果を賃金に反映させる制度と従業員の能力・適正による差異化2のクロス表） 

100 534 643 467 163 1907

29.3% 37.5% 44.2% 47.9% 48.7% 42.1%

241 890 813 507 172 2623

70.7% 62.5% 55.8% 52.1% 51.3% 57.9%
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成果
主義
なし

成果
主義
あり

企業
類型

合計

あてはまる
ややあて
はまる どちらでもない

あまりあて
はまらない

あてはま
らない

過去３年間＜従業員の能力・適性による差異化＞

合計

 

 

（補足3-1-2 職能資格制度の廃棄・縮小の状況について） 

その職能資格制度について、過去５年間の制度変更について見て見ると、変更と廃止を

合計すると、44.4%であるが、逆に制度変更・改変を行っていない企業は30.5%もおり、そ

もそも職能資格制度を導入していない企業も 22.2%存在している（労働政策研究・研修機

構,2005a）。賃金形態についても、職能資格制度のみを使用する形態から、階層や勤続年数

などに応じて職務主義や役割主義を使い分けるいわゆる「ハイブリット型」の賃金制度が

登場しているといえよう。 

職能資格制度を変更した企業の主な制度変更で圧倒的に多いのが、「資格要件の明確化

（66%）」、その次が「（資格）等級数の減少（36.2%）」、「滞留年数の廃止・縮小（31.4%）」

と続く。職能資格制度の主な変更点は資格要件の明確化といえる（労働政策研究・研修機

構,2005a）。 

また、日本能率協会の調査によれば、現状の給与形態は職務給（21.8%）、役割給（17.7%）、

職能給（46.3）年齢給（10.2%）という導入状況であるが、今後、職務給、役割給が増加傾

向にあり、逆に職能給や年齢給は縮小傾向あるとされている（日本能率協会，2005）。 

 

 

 

                                            
1 図表では、「過去３年間に従業員の能力によって差異化を行った」という質問に対して、当てはまると回答した企業のう

ち、70.7%が成果主義を導入している企業であることを示している。 
2 従業員の能力・適正による差異化を「早期選抜」と解釈しクロス集計を行った。 
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職能資格制度の変更状況：(JILPT,2005a;P36) 

 

 

 

 

（補足3-1-3 成果主義の運用上の課題） 

成果主義的人事制度が比較的うまく機能しているという企業の特徴は、評価制度の精緻

さ（厳格さ）はないものの、育成環境の整備や評価者能力の高さ、そして現場主導による

対応が整っている企業であるということである。それに対して、成果主義的人事制度が機

能してない企業の持つ運用上の特性としては、評価に対する個人のメリハリこそ出来てい

るが、それ以外の要素については備えていないことが挙げられる。すなわち、成果主義に

おいては、成果に応じて賃金格差を付ければよいというものではなく、評価者を通じた評

価根拠や人事考課の明確化、能力の向上・改善手段としての育成環境の整備、そして緩や

かな人事制度運用基準の中で現場が主体的に人事制度を柔軟に利用し、対応することが重

要であることが分かった。 
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（補足3-1-3 成果主義運用に関する因子分析3） 

 

                                            
3 本分析については、社団法人日本能率協会（2005）『「成果主義に関するアンケート」調査結果』にて用いられたデータを

再分析したもの。因子分析においてはバリマックス回転を使用した。 
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（補足3-1-3 クラスター分析結果） 

 

 

（※） 

具体的な調査手順としては、４つの因子軸（育成環境の整備、評価者能力、個人（評価）のメリハリ

付け、精緻な評価制度、柔軟な現場対応）が抽出したのち、クラスター分析を実施した。その結果、4

つのクラスターが抽出された。 
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（補足3-1-4 チーム間競争の促進） 

評価基準の比率として個人業績が高まることで、組織あるいはチームとして仕事をして

いた体制から、チーム内のメンバーすらもライバルとして仕事をしなければならず、従業

員は従来の企業間競争に加え、部門内、チーム内の競争と多次元の競争にさらされている。

我々が行った再分析でも、成果主義を導入している企業とそうでない企業では、従業員同

士が競い合う雰囲気が約7％増加していることが判明した。 

企業問５導入状況＜２．仕事の成果を賃金に反映させる制度＞ と 問22現在＜５．社員同士が競い合う＞ のｸﾛｽ表

63 342 1365 982 614 3366

1.9% 10.2% 40.6% 29.2% 18.2% 100.0%

20 104 658 437 331 1550

1.3% 6.7% 42.5% 28.2% 21.4% 100.0%

6 39 386 273 216 920

.7% 4.2% 42.0% 29.7% 23.5% 100.0%

89 485 2409 1692 1161 5836

1.5% 8.3% 41.3% 29.0% 19.9% 100.0%

度数

企業問５導入状況＜２．仕事
の成果を賃金に反映させる
制度＞ の %

度数

企業問５導入状況＜２．仕事
の成果を賃金に反映させる
制度＞ の %

度数

企業問５導入状況＜２．仕事
の成果を賃金に反映させる
制度＞ の %

度数

企業問５導入状況＜２．仕事
の成果を賃金に反映させる
制度＞ の %

導入している

現在は導入してい
ないが３年以内に
導入を予定

導入の予定はない

企業問５
導入状況
＜２．仕事
の成果を
賃金に反
映させる
制度＞

合計

強い
どちらかと
いえば強い

どちらとも
いえない

どちらかと
いえば弱い 弱い

問22現在＜５．社員同士が競い合う＞

合計

 

 

 

（補足3-1-5 専門家志向の高まり） 

業務の細分化・専門化の要請に応じた業務設計を可能にし、個人の業務範囲の明確化、

責任の明確化等について効果があったと考える。このような業務や人事システムの変化は、

働く個人の意識面についても影響を及ぼしており、自分の専門を活かした仕事を志望する

という専門家志向が６割を超えている。 

 

（補足3-1-5 専門家志向の高まり） 

 

 

 正社員(n=5001) 

非正社員(n=2531)  

 

出典：日本労働研究機構（2003）「企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査」 
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（補足3-1-6 仕事に対する内的動機付け） 

金銭以外における仕事に対するインセンティブをみると、自らの成長実感や達成感は、

成果主義下であっても、自らの能力を活かしている時と同じくらい、実は部下を育成する

ことによって達成されるということである。 

 
仕事を通
じて達成
感を味わ
うことがで
きる

仕事を通じ
て自分が
成長してい
ると感じる

部下や後
輩を育てよ
う

一人ひとり
が能力を
活かそう

ゆとりを
もって仕事
をしている

職場の業
績や成果
をあげよ
う

社員同士
が競い合う

仲間と協
力して仕
事をしよう

一人ひとり
が自由に
意見を言
える

自分の生
活時間を
大切にしよ
う

仕事を通じて達成感を味わうことができる Pearson の相関係数 1
有意確率（両側）
N 3433

仕事を通じて自分が成長していると感じる Pearson の相関係数 .644** 1
有意確率（両側） .000
N 3421 3432

部下や後輩を育てよう Pearson の相関係数 .308** .289** 1
有意確率（両側） .000 .000
N 3350 3348 3372

一人ひとりが能力を活かそう Pearson の相関係数 .320** .301** .673** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000
N 3353 3353 3366 3376

ゆとりをもって仕事をしている Pearson の相関係数 .095** .103** .255** .261** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000
N 3347 3346 3362 3364 3369

職場の業績や成果をあげよう Pearson の相関係数 .271** .248** .421** .473** .086** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000 .000
N 3339 3338 3351 3354 3350 3361

社員同士が競い合う Pearson の相関係数 .180** .139** .289** .338** .093** .452** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 3344 3343 3357 3357 3356 3345 3366

仲間と協力して仕事をしよう Pearson の相関係数 .248** .221** .495** .444** .282** .362** .184** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 3349 3349 3365 3365 3362 3352 3358 3372

一人ひとりが自由に意見を言える Pearson の相関係数 .240** .228** .443** .469** .315** .288** .164** .524** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 3347 3346 3361 3362 3360 3348 3354 3363 3369

自分の生活時間を大切にしよう Pearson の相関係数 .116** .108** .171** .195** .489** -.007 .003 .214** .370** 1
有意確率（両側） .000 .000 .000 .000 .000 .701 .877 .000 .000
N 3347 3346 3363 3364 3362 3350 3356 3365 3365 3369

**：相関係数は 1% 水準で有意 (両側)  
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（補足 3-1-7 処遇制度の成果主義までの変遷） 

年功主義と職能主義、そして成果主義の３者の関係、それらが成立する背景、メリット

とデメリットを簡単に整理しよう。但し、ここでは職能主義から成果主義への移行のメカ

ニズムを探ることが目的であり、詳細な歴史についてはここでは触れない。 

一般的に、戦前までは年功給（＋能力主義）であると言われ、戦後は年功主義、職能主

義、成果主義の順番で捉えられる。したがって、年功主義の成立過程は戦後にまで遡る。

厳密に言えば、戦後の生活保障の側面も備えているので、年功給・生活給であるが、ここ

では年功主義として標記を統一する。戦後、日本企業は経済復興を遂げるために経営者や

熟練労働者を育成といった経営に必要な人材を育成する必要があったことや、人手不足に

加え、公職追放による繰上りによって比較的若手の経営者が数多く誕生したことが挙げら

れる。また、企業にとっては長期間自社に勤続してもらうことにより、経験や知識、熟練

が向上することから、経営者や熟練労働者を自社に引き止める策として、長期勤続に応じ

て賃金や職位が上がるシステムを整備していった。こうしたことは、戦後直後で生活保障

を求めていた労働組合にとっても利害が一致しており、戦前の能力主義が完全に採用され

ずに、年功主義が取り入れた一因として捉えることができる。さらに、職務給のように、

職務分析を行い職務に応じて賃金を支払うという職務主義も、戦後復興・高度経済成長期

のキャッチアップの時代においては不適切であった。このような中、定期昇給はいわば毎

年の能力・経験の向上に対する対価としての役割を持ち、長期的な能力開発機能を有して

いた。以上のことから、年功主義とは大きく捉えれば、「学歴、年齢、勤続を基準にした処

遇・育成制度」と定義することができよう。 

しかし、こうした年功主義も 1973 年からのオイルショックを契機に 2つの観点から限界

に到達する。１つは、経済成長と賃金上昇率の不一致である。すなわち、経済成長率 8％

の下で、賃金上昇率は 6%（定期昇給 3%、それ以外の昇給 3%）を設定していたが、これが

低成長時代突入により、経済成長率は 4%となり何らかの調整手段が求められていたことが

挙げられる（楠田編，2002 p.53）。第２に、技術革新の進展や高学歴化（新制高校卒業生

の採用）によって、若手従業員も生産システムにおいて重要な役割を担うようになってき

たのにも関わらず、年功的運用から年功者に比べ極めて安価な賃金形態になっており、若

年労働者に対して手厚い処遇が求められていたことが挙げられる（都留･阿部･久保,2005 

p.45）。 

年功主義の限界を踏まえて当時、日経連能力主義管理研究会（1969）は職能資格制度を

以下のように定義する。 

 

「資格制度は、職務遂行能力を序列の基準とする資格分類である。発生の起源としては、

わが国の企業における職務と能力の不均衡を是正するための処遇解決策である。評価

は、職務遂行の過程で発揮される、いわゆる顕在能力を主体とするが、職務遂行過程

で発揮される潜在能力も評価し、これを従業員の格付序列化に配慮するところに、こ

の制度の意味と特色がある」（日経連能力主義研究会，1969 p.41）」 
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 また、同書は、「昇進の基準は、職務遂行能力の向上であるが、その能力の中には、経験

年数との相関関係がある限り、その限りにおいて年功が勘案されるのは当然である。」（日

経連能力主義研究会,1969 p.41）とも述べており、職能主義の中に年功的要素が含まれて

いることを示している。年功主義の限界が明らかになった時点で、職務主義が導入されな

かった背景としては、職務給設定のための職務分析や職務評価の導入手続きが煩雑であっ

たことや、事業所新設や職場の変化に対応できなかったという指摘がある（都留･阿部･久

保,2005 p.46）。 

 上記のような経緯を経て導入された職能主義、報酬形態としての職能資格制度は、1975

年前後を境に、年功主義的側面を残しつつ多くの企業で導入され、以後バブル経済崩壊後

の 1990 年代半ばまで日本企業の中心的な人事管理制度として君臨することとなった。職能

資格制度の最大の特徴は、昇進と昇格を分離したこと、それに合わせて職務と賃金を分離

したことである。つまり、職位という限りあるインセンティブと、職能等級という賃金決

定部分のインセンティブを企業側は使い分けることができるようになり、昇進はできない

が昇格をする（させる）ことで職位はそのままに賃金は上昇するという手段が可能になっ

た。さらには、賃金が職能等級によって決定されることから、職種を跨いだ人的資源の異

動が可能になったうえ、従業員も新しい仕事に対する学習意欲や改善、工夫が行われるよ

うになった。また、職能資格制度の中に年功的運用が組み込まれていることから、従業員

同士が仕事を教えあう環境、情報共有を密に取り合うことや、職場が主体となった人材育

成も行われることとなった。言い換えれば、職能資格制度は、昇進と昇格の分離、職務と

賃金の分離を通じて、異動の柔軟性と従業員の協調関係を確保し、結果として企業特殊的

や技能・熟練の形成に寄与してきたのである。 

 こうして 1980 年代から 90 年代前半の日本企業の世界的席捲の原動力として職能資格制

度の存在が言われる（楠田,2002;都留･阿部･久保,2005;宮本,1999）が、この職能資格制度

による職能主義も 1990 年代半ばを境に変革を迫ら、成果主義が導入されることとなった。 
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第３章第Ⅱ節人材育成 補足 

 

（補足 3-2-1 職場の活性化と成果重視に影響する要因分析） 

 職場の活性化と成果重視に影響を与える要因を、成果主義の有無を比較しみてみたい。 

①職場の活性化 

 職場の活性化に資する要因としては成果主義を導入している場合においては、個人の仕

事の裁量や研修・教育訓練の機会が特徴としてあげられる。他方、成果主義を導入してい

ない場合においては、職場環境や仕事と生活のバランスが活性化に影響している。 

 なお、成果主義の有無に関わらず、職場の人間関係は重要であることも分かった。 

 

（補足 3-2-1 職場の活性化に資する要因分析）

 

 

 

係数 t値 p 係数 t値 p 係数 t値 p
(定数) 1.3122 3.522 *** 1.6707 2.955 *** 1.2949 2.305 **
性別 -0.0386 -0.760 -0.0069 -0.101 -0.1025 -1.235
年齢 0.0019 0.613 0.0010 0.227 0.0036 0.755
勤続年数 -0.0092 -2.623 *** -0.0114 -2.380 ** -0.0069 -1.232
学歴ダミー 0.0694 1.367 0.1013 1.561 -0.0408 -0.476
売上げ高（対数変換） 0.0400 2.256 ** 0.0335 1.536 0.0705 2.187 **
従業員数（対数変換） -0.0852 -2.822 *** -0.0843 -2.305 ** -0.1474 -2.593 **
正規従業員ダミー 0.0524 0.314 -0.1134 -0.470 0.1050 0.432
営業職ダミー 0.0403 0.138 -0.1737 -0.384 0.1538 0.388
技術職ダミー 0.0772 0.240 -0.1539 -0.309 0.2389 0.540
管理・企画職ダミー 0.1038 0.360 -0.2725 -0.612 0.4152 1.029
満足度＜１．仕事全体＞ 0.0847 2.378 ** 0.0627 1.292 0.1272 2.229 **
満足度＜２．個人の仕事の裁量＞ 0.0739 2.393 ** 0.1219 2.899 *** 0.0573 1.142
満足度＜３．賃金＞ 0.0184 0.677 0.0343 0.964 -0.0172 -0.378
満足度＜４．休日・休暇＞ -0.0169 -0.717 -0.0439 -1.396 0.0088 0.227
満足度＜５．仕事の内容＞ 0.0003 0.010 0.0361 0.752 -0.0473 -0.839
満足度＜６．仕事の量＞ -0.0335 -1.035 0.0029 0.067 -0.0967 -1.772 *
満足度＜７．職位＞ -0.0479 -1.515 -0.0085 -0.202 -0.0493 -0.926
満足度＜８．職場の人間関係＞ 0.1530 6.264 *** 0.1565 5.073 *** 0.1645 3.788 ***
満足度＜９．研修・教育訓練の機会＞ 0.1236 4.672 *** 0.1548 4.514 *** 0.0816 1.824 *
満足度＜10．昇進の見込み＞ 0.0324 0.888 -0.0231 -0.490 0.1111 1.774 *
満足度＜11．雇用の安定性＞ -0.0763 -2.427 ** -0.0409 -1.014 -0.1449 -2.637 **
満足度＜12．自分の評価・処遇＞ 0.1097 3.154 *** 0.0993 2.193 * 0.1208 2.054 **
満足度＜13．就業形態＞ 0.0181 0.676 0.0024 0.067 0.0232 0.522
満足度＜14．仕事と生活のバランス＞ 0.0574 2.027 ** 0.0500 1.364 0.1025 2.107 **
満足度＜15．職場環境＞ 0.0816 2.896 *** 0.0124 0.331 0.1409 2.928 ***
満足度＜16．福利厚生＞ 0.0012 0.043 0.0005 0.015 -0.0337 -0.766
満足度＜17．通勤時間＞ -0.0348 -1.659 -0.0684 -2.454 ** 0.0012 0.035
満足度＜18．会社の将来性＞ 0.1096 3.036 *** 0.1290 2.804 ** 0.1253 2.025 **
満足度＜19．会社の社会的評価＞ -0.0296 -0.911 -0.0278 -0.659 -0.0727 -1.270
R2乗係数（調整済み） 0.364 0.403 0.321
F値 14.602 *** 9.876 *** 5.749 ***
*.05<p<.10;**.01<p<.05;***<.01

従属変数：職場の活性度 （全体） 成果主義有り 成果主義なし
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②職場の成果重視 

資する要因としては成果主義を導入している場合においては、職場の

る要因分析） 

 

補足 3-2-2 能力開発の機会を阻害する要因） 

事が忙しくて勉強をする時間がない」

要因、成果主義制度の従業員対象） 

 職場の成果重視に

人間関係や会社の社会的評価が挙げられる。他方、成果主義を導入していない場合におい

ては、研修・教育訓練の機会や職場環境があげられる。 

（補足 3-2-1 職場の成果重視に資す

 

 

係数 t値 p 係数 t値 p 係数 t値 p
(定数) 2.4221 5.276 *** 2.5612 3.880 *** 2.4939 3.454 ***
性別 0.0225 0.341 0.0068 0.074 -0.0377 -0.352
年齢 -0.0056 -1.350 -0.0117 -1.893 * -0.0030 -0.480
勤続年数 -0.0086 -1.855 * -0.0028 -0.439 -0.0128 -1.750 *
学歴ダミー 0.1138 1.717 * 0.0925 1.060 0.1373 1.244
売上げ高（対数変換） -0.0376 -1.627 -0.0307 -1.048 -0.0438 -1.060
従業員数（対数変換） 0.0574 1.457 0.0735 1.493 0.0413 0.566
正規従業員ダミー -0.0562 -0.257 0.0050 0.016 -0.1227 -0.392
営業職ダミー -0.2064 -0.590 -0.0069 -0.014 -0.4874 -0.957
技術職ダミー -0.1518 -0.386 -0.2495 -0.434 -0.1556 -0.274
管理・企画ダミー -0.1714 -0.498 -0.0969 -0.197 -0.3758 -0.725
満足度＜１．仕事全体＞ 0.0824 1.775 * 0.0789 1.210 0.1116 1.526
満足度＜２．個人の仕事の裁量＞ -0.0529 -1.314 0.0096 0.170 -0.0833 -1.291
満足度＜３．賃金＞ 0.0434 1.228 0.0812 1.697 * 0.0130 0.223
満足度＜４．休日・休暇＞ -0.0130 -0.422 -0.0753 -1.783 * 0.0294 0.592
満足度＜５．仕事の内容＞ 0.0369 0.811 0.0026 0.041 0.0505 0.699
満足度＜６．仕事の量＞ 0.0322 0.763 0.0192 0.333 0.0073 0.105
満足度＜７．職位＞ -0.0927 -2.247 ** -0.0660 -1.170 -0.0767 -1.121
満足度＜８．職場の人間関係＞ 0.0651 2.043 ** 0.0855 2.062 ** 0.0704 1.261
満足度＜９．研修・教育訓練の機会＞ 0.1007 2.912 *** 0.0493 1.065 0.1459 2.542 **
満足度＜10．昇進の見込み＞ 0.0246 0.517 -0.0321 -0.505 0.1035 1.288
満足度＜11．雇用の安定性＞ -0.0717 -1.750 * -0.0827 -1.523 -0.0654 -0.927
満足度＜12．自分の評価・処遇＞ 0.1115 2.457 ** 0.0984 1.620 0.0772 1.019
満足度＜13．就業形態＞ 0.0162 0.466 0.0397 0.834 0.0099 0.172
満足度＜14．仕事と生活のバランス＞ -0.0859 -2.319 ** -0.0710 -1.438 -0.1051 -1.682 *
満足度＜15．職場環境＞ 0.0701 1.891 * -0.0164 -0.322 0.1442 2.334 **
満足度＜16．福利厚生＞ -0.0604 -1.687 * -0.0137 -0.277 -0.1042 -1.845 *
満足度＜17．通勤時間＞ 0.0232 0.849 0.0247 0.659 0.0196 0.452
満足度＜18．会社の将来性＞ 0.0528 1.121 0.0597 0.962 0.0601 0.757
満足度＜19．会社の社会的評価＞ 0.1047 2.475 ** 0.1338 2.361 ** 0.0521 0.708
R2乗係数（調整済み） 0.127 0.107 0.136
F値 4.444 *** 2.571 *** 2.579 ***
*.05<p<.10;**.01<p<.05;***<.01

従属変数：職場の成果重視 （全体） 成果主義有 成果主義なし

（

 能力開発の機会を阻害する要因をみてみると、「仕

ことが大きな要因であることが分かる。 

（補足 3-2-2 能力開発の障害

 

 ※各世代の項目人数をそれぞれの世代の総計で割ったもの 

年齢

仕事が忙

しくて勉強

をする時

間がない

%

育児・家事

等が忙しく

て勉強を

する時間

がない

%

勉強をする

ためのお

金がない

%

自分が求

める内容

の勉強の

機会がな

い

%

何を勉強

すればい

いのかわ

からない

%

会社で勉

強の機会

が十分提

供されてい

ない

%

勉強の機

会に関する

情報がな

い

%

仕事を教え

てくれる上

司や先輩が

いない

% 合計 年齢

10代 1 12.5% 0.0% 1 12.5% 1 12.5% 4 50.0% 0.0% 1 12.5% 0.0% 8 10代

20代 301 23.7% 111 8.7% 248 19.5% 125 9.8% 174 13.7% 146 11.5% 105 8.3% 60 4.7% 1270 20代

30代 516 26.8% 295 15.3% 344 17.9% 167 8.7% 138 7.2% 220 11.4% 143 7.4% 101 5.2% 1924 30代

40代 356 28.5% 173 13.8% 217 17.4% 127 10.2% 88 7.0% 129 10.3% 97 7.8% 63 5.0% 1250 40代

50代 173 28.2% 31 5.1% 74 12.1% 93 15.2% 57 9.3% 97 15.8% 58 9.5% 30 4.9% 613 50代

60代 18 25.0% 0.0% 9 12.5% 14 19.4% 3 4.2% 15 20.8% 9 12.5% 4 5.6% 72 60代

合計 1365 26.6% 610 11.9% 893 17.4% 527 10.3% 464 9.0% 607 11.8% 413 8.0% 258 5.0% 5137 合計
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（分析方法） 

・ 質問項目から因子分析（バリマックス回転を使用）を実施。 

・ その結果、２つの因子が抽出された。これは、守島（1999b）の研究において示された

結果を支持するものであり、従ってここでも同様に１つ目の因子を「職場の活性化」と

名づけ、もう１つの因子を「職場の成果重視」と命名した。 

・「職場の活性化」尺度におけるクロンバックのα係数＝0.785 

 「職場の成果重視」尺度におけるクロンバックのα係数＝0.628 

・ダミー変数として、性別、年齢、勤続年数、学歴（大卒・大学院卒＝１とし、中学・高

校・専修学校（および各種学校）、高専・短大＝0）、対数変換した売上高、対数変換し

た従業員数、事務職をリファレンスとして、営業職、技術職、管理・企画職の変数を用

いた。 
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第３章 第Ⅳ節多様な人材の活用 

 

（

の傾

ース

る。

 

補足 3-4-1 非正規社員の仕事の責任と納得感） 

90 年代以降の新卒採用抑制の影響もあって、非正規社員の活用が活発化してきたが、そ

向が加速する中にあって、従来正規社員が担っていた基幹業務を非正規社員が担うケ

が出てきた。他方で、正規社員と非正規社員との処遇格差は是正されないケースが多

く、仕事における正社員と比べて重く感じれば感じるほど、賃金への納得感が低下してい

 
  （補足 3-4-1 非正規社員の責任の重さと納得感の関係） 

評価の賃金・賞与への反映に対
する納得感 

 高まった い 低下した 合計  
変わらな

度数 19 120 103 242 重い % 7.9% 49.6% 42.6% 100.0% 
度数 25 266 119 410 
% 

比べた仕
事に対す 同じ 6.1% 64.9% 29.0% 100.0% 

度数 14 154 69 237 
軽い 

度数 58 540 291 889 
% 6.5% 60

正社員と

る責任 
% 5.9% 65.0% 29.1% 100.0% 

合計 .7% 32.7% 100.0% 
 

 
（補足 3-4-2 組織との統合感） 

 モチベーション低下している中、非正規社員と組織との統合力をみてみると、中途採用

担っている現状を考え

ると

 

社員や新卒採用社員より低いことが分かる。非正社員が基幹業務を

大きな課題であると言える。 
 

 
員全体 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 

中途正社員 

 ちんと理解している 110 5.7 だいたい理解して

 

 

 

知らない 200 10.4 
欠損値32を除く） 1917 100.0 

合計（欠損値8を除く） 1176 100.0

 きちんと理解している 
 

だいたい理解している 228
あまり知らない 63

 知らない 68 
 

非正社

き

だいたい理解している 725 37.8 
あまり知らない 882 46.0 

合計（

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 
きちんと理解している 198 16.8 

いる 711 60.5 
あまり知らない 229 19.5 
知らない 38 3.2 

 

新卒正社員 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 
676 18.4 

3 62.3 
9 17.4 

1.9 
合計（欠損値29を除く） 3666 100.0 
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（補足 3-4-3 非正規社員の活用に向けた賃金制度） 

非正規社員の活用は人材マネジメントにおいても重要な課題。モチベーション向上に向

ここでは、賃金制度との関係に注目

し

は多々考えられるが、経営戦略との連動を踏まえた戦略的な活用施策の構築がもっ

と

 
（補足 3-4-3 

 

けた正規社員への登用も先進事例では多くみられる。

てみたい。 
 非正規社員の基幹業務への活用を行う場合にあっては、業績主義的な制度を整備した方

が、本人の意欲が向上することが分かる。 
 ただし、非正規社員の活用にあたっては、正社員への登用や賃金制度改革など個別施策

として

も重要であると言える。 

非正社員の意欲と賃金制度） 
就労意欲 

意欲が低

下した 

どちらと

もいえな

い 
意欲が向

した 合計 

 度数

（%） 
51

（25.6%） 
62

31.2%） 
86

43.2%） 00.0%）
質 的 基

幹化 度数

（%） 
74

（27.9%） 
91

34.3%） 
100

37.7%） 00.0%）

度数

（%） 
12

6.9%）

153
.0%） 

186
1%） 00.0%）

度数 10 117 116 38（100.0%）

 上 行 

積極的 199（1  a 
（ （

非積極的 
（ （

265（1  b 
義 
業 績 主

5
（2  合計 

（33 （40. 464（1  c 

積極的 
（%） 

5
（31.1%） （34.6%） （34.3%） 3  d 

質 的 基

幹化 
非積極的 度数

（%） 
140

（26.7%） 
204

（38.9%） 
180

（34.4%） 524（100.0%） e 
非 業 績

主義 
  

合計 度数

（%） 
245

（28.4%） 
321

（37.2%） 
296

（34.3%） 862（100.0%） f 
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